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２ 農業経営体（総数） 

 

【解   説】 

 

ここには、「農林業センサス農林業経営体調査」結果から、農業経営体（総数）に関する統

計を収録した。 

 

１ 調査の概要（2020年農林業センサス農林業経営体調査） 

「第１農業の部 １農林業経営体」の項（３ページ）を参照 

 

２ 調査上の主な約束事項（用語の解説） 
 

農業経営体 

 

 

経営耕地 

 

 

 

 

 

農産物販売金

額 

 

単一経営 

 

複合経営 

 

 

販売目的の 

作物 

 

 

 

農業労働力 

 

雇用者 

 

 

 

常雇い 

 

 

 

 

臨時雇い 

 

 

 

 

 

 

農林業経営体（「第１農業の部 １農林業経営体」の項（３ページ））の

うち、(1)、(2)又は(4)のいずれかに該当する事業を行う者をいう。 

 

調査期日現在で農林業経営体が経営している耕地（けい畔を含む田、樹園

地及び畑）をいい、自ら所有し耕作している耕地（自作地）と、他から借り

て耕作している耕地（借入耕地）の合計である。土地台帳の地目や面積に関

係なく、実際の地目別の面積とした。 

経営耕地＝所有地（田、畑、樹園地）－貸付耕地－耕作放棄地＋借入耕地 

 

肥料代、農薬代、飼料代等の諸経費を差引く前の売上金額（消費税を含

む。）をいう。 

 

 農産物販売金額のうち、主位部門の販売金額が８割以上の経営体をいう。 

 

  単一経営以外で、農産物販売金額のうち、主位部門の販売金額が８割未満

（販売のなかった経営体を除く。）の経営体をいう。 

 

販売を目的に作付（栽培）した作物であり、自給用のみを作付（栽培）し

た場合は含まない。 

なお、自ら生産した農作物を自ら営む農業生産関連事業の原料として使用

する場合を含む。 

 

 

 

 農業又は農業生産関連事業のいずれか、又は両方のために雇った「常雇

い」及び「臨時雇い」（手間替え・ゆい（労働交換）、手伝い（金品の授受

を伴わない無償の受け入れ労働）を含む。）の合計をいう。 

 

 あらかじめ、年間７か月以上の契約（口頭の契約でもよい。）で主に農業

又は農業生産関連事業のいずれか、又は両方のために雇った人（期間を定め

ずに雇った人を含む。）をいう。 

年間７か月以上の契約で雇っている外国人技能実習生を含める。 

 

 「常雇い」に該当しない日雇い、季節雇いなど農業又は農業生産関連事業

のいずれか、又は両方のために一時的に雇った人のことをいい、手間替え・

ゆい（労働交換）、手伝い（金品の授受を伴わない無償の受け入れ労働）を

含む。 

 なお、農作業を委託した場合の委託先（受託者）の労働は含まない。 

 また、主に農業及び農業生産関連事業以外の事業のために雇った人が一時

的に農業又は農業生産関連事業のいずれか、又は両方に従事した場合や、７



12 第１ 農業の部 

 

 

農業生産関連

事業 

 

 

有機農業 

 

 

 

 

 

青色申告 

 

 

 

データを活用

した農業 

 

 

データを取

得して活用 

 

 

 

データを取

得・記録し

て活用 

 

 

 

データを取

得・分析し

て活用 

 

か月以上の契約で雇った人がそれ未満で辞めた場合を含む。 

 

「農産物の加工」、「消費者に直接販売」、「小売業」、「観光農園」、

「貸農園・体験農園」、「農家民宿」、「農家レストラン」、「海外への輸

出」、「再生可能エネルギー発電」など農業生産に関連した事業をいう。 

 

化学肥料及び農薬を使用せず、遺伝子組換え技術も利用しない農業のこと

で、減化学肥料・減農薬栽培は含まない。 

また、自然農法に取り組んでいる場合や有機 JAS の認証を受けていない者

でも、化学肥料及び農薬を使用せず、遺伝子組換え技術も利用しないで農業

に取り組んでいる場合を含む。 

 

不動産所得、事業所得、山林所得のある人で、納税地の所轄税務署長の承

認を受けた人が確定申告を行う際に、一定の帳簿を備え付け、日々の取引を

記帳し、その記録に基づいて申告する制度をいう。 

 

効率的かつ効果的な農業経営を行うためにデータ（財務、市況、生産履

歴、生育状況、気象状況、栽培管理などの情報）を活用することをいい、次

のいずれかの場合をいう。 

 

気象、市況、土壌状態、地図、栽培技術などの経営外部データを取得する

ツールとしてスマートフォン、パソコン、タブレット、携帯電話、新聞など

を用いて、取得したデータを効率的かつ効果的な農業経営を行うために活用

することをいう。 

 

「データを取得して活用」で取得した経営外部データに加え、財務、生産

履歴、栽培管理、ほ場マップ情報、土壌診断情報などの経営内部データをス

マートフォン、パソコン、タブレット、携帯電話などを用いて、取得したも

のをこれに記録して効率的かつ効果的な農業経営を行うために活用すること

をいう。 

 

「データを取得して活用」や「データを取得・記録して活用」で把握した

データに加え、センサー、ドローン、カメラなどを用いて、気温、日照量、

土壌水分・養分量、CO₂濃度などのほ場環境情報や、作物の大きさ、開花日、

病気の発生などの生育状況といった経営内部データを取得し、専用のアプ

リ、パソコンのソフトなどで分析（アプリ・ソフトの種類、分析機能の水準

などは問わない。）して効率的かつ効果的な農業経営を行うために活用する

ことをいう。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 


